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論点整理「リース会計に関する論点の整理」に対するコメント 
 
 
平成２２年１２月２７日付論点整理「リース会計に関する論点の整理」について、下記

の通り申し述べます。 
 
当社といたしましても、昨今の国際会計基準を巡る動向は承知しているところではあり

ますが、論点整理の内容は、実務的に極めて困難な対応を求めるものとなっており、大

いなる懸念を表明するものであります。 
 
当社は賃貸不動産を多く保有しておりますが、 発生可能性が 50％超となる最長のリー

ス期間”をリース期間として算定するという考え方は、使用期間をあらかじめ設定しな

いオフィスや店舗の不動産賃貸には、その更新オプションを行使する可能性に対する見

積り自体に信頼性を欠き、オンバランス化は適切ではないと考えます。 
 
また、短期かつ重要性の乏しいリースについても、簡便的な処理を提案しているものの、

使用権モデルに基づくオンバランス化を原則求めております。この提案はつまり、実質

的にリースと判断される膨大な取引、契約の管理を必要とし、明らかに得られる便益よ

りそのコストが上回るものである、と強く認識しております。 
 
仄聞するところによると、IFRS の新リース会計基準の公開草案に対しても夥しい数の

コメントレターが届けられたとのこと。現行の日本のリース会計基準で特段の不合理が

無いのであれば、論点整理においても、より慎重に実務に則した考察の上で進めていた

だくようお願いいたします。 
 
 

以上 




